
 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

     

 

 

 

 

      

 

 

 

      

 

  

  

  

 

  

 

 

令和６年度答申第２９号

令 和 ６ 年 ９ 月 ５ 日

諮問番号 令和６年度諮問第２４号（令和６年７月１９日諮問）

審 査 庁 環境大臣

事 件 名 産業廃棄物収集運搬業許可取消処分等に関する件

答 申 書

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答申

する。

結 論

本件審査請求は棄却すべきである旨の諮問に係る判断は、妥当で

ある。

理 由

第１ 事案の概要

１ 本件審査請求の骨子

本件は、Ａ都道府県知事（以下「処分庁」という。）が、審査請求人Ｘ

（以下「審査請求人」という。）に対し、廃棄物の処理及び清掃に関する法

律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）１４条の３の２第１

項の規定及び法１４条の６の規定により準用する法１４条の３の２第１項の

規定並びに法１５条の３第１項の規定に基づき、処分庁が許可していた産業

廃棄物収集運搬業及び産業廃棄物処分業、特別管理産業廃棄物収集運搬業及

び特別管理産業廃棄物処分業並びに産業廃棄物処理施設（２施設）の設置に

係る各許可を一括して取り消す処分（以下「本件許可取消処分」という。）

をしたところ、審査請求人がこれを不服として審査請求をした事案である。

２ 関係する法令の定め

（１）産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の定義

ア 法２条４項柱書は、「この法律において「産業廃棄物」とは、次に掲
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げる廃棄物をいう。」旨規定し、同項１号は、「事業活動に伴つて生じ

た廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチ

ック類その他政令で定める廃棄物」とする旨規定する。

イ 法２条５項は、「この法律において「特別管理産業廃棄物」とは、産

業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境

に係る被害を生ずるおそれがある性状を有するものとして政令で定める

ものをいう。」旨規定する。

（２）産業廃棄物処理業の許可

法１４条１項は、産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く。以下この条

から１４条の３の２までにおいて同じ。）の収集又は運搬を業として行お

うとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事の許可

を受けなければならない旨規定し、同条６項は、産業廃棄物の処分を業と

して行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知

事の許可を受けなければならない旨規定する。

（３）再委託の禁止

法１４条１６項は、産業廃棄物収集運搬業者（法１４条１項の許可を受

けた者。以下同じ。）は、産業廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を、産

業廃棄物処分業者（法１４条６項の許可を受けた者。以下同じ。）は、産

業廃棄物の処分を、政令で定める基準に従って委託する場合その他環境省

令で定める場合を除き、それぞれ他人に委託してはならない旨規定する。

上記の政令で定める基準について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

施行令（昭和４６年政令第３００号）６条の１２は、あらかじめ、再受託

者の氏名又は名称及び当該委託が同令６条の２第１号（他人の産業廃棄物

の運搬を業として行うことができる者であって委託しようとする産業廃棄

物の運搬がその事業の範囲に含まれるものへの委託）又は第２号（他人の

産業廃棄物の処分又は再生を業として行うことができる者であって委託し

ようとする産業廃棄物の処分又は再生がその事業の範囲に含まれるものへ

の委託）に掲げる基準に適合するものであることを事業者に対して明らか

にし、当該委託について当該事業者の書面による承諾を受けていることな

どを掲げている。

また、上記の環境省令で定める場合について、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号。以下「施行規則」と

いう。）１０条の７第１号は、中間処理業者から委託を受けた産業廃棄物

2 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

 

（特別管理産業廃棄物を除くものとし、当該中間処理業者が行った処分に

係る中間処理産業廃棄物に限る。）の収集若しくは運搬又は処分（最終処

分を除く。）を、イ（他人の産業廃棄物の運搬を業として行うことができ

る者であって委託しようとする産業廃棄物の運搬がその事業の範囲に含ま

れるものへの委託）からト（運搬、処分及び再生に係る再受託者に対する

委託産業廃棄物の種類、数量、処分の所在地等が記載された文書の交付）

までに定める基準に従って委託する場合を掲げている。

（４）産業廃棄物管理票の交付

ア 法１２条の３第１項は、その事業活動に伴い産業廃棄物を生ずる事業

者（中間処理業者を含む。）は、その産業廃棄物の運搬又は処分を他人

に委託する場合には、環境省令で定めるところにより、当該委託に係る

産業廃棄物の引渡しと同時に当該産業廃棄物の運搬を受託した者（以下

「運搬受託者」という。）に対し、当該委託に係る産業廃棄物の種類及

び数量、運搬又は処分を受託した者の氏名又は名称その他環境省令で定

める事項を記載した産業廃棄物管理票（以下「管理票」という。）を交

付しなければならない旨規定する。

イ 法１２条の３第４項は、産業廃棄物の処分を受託した者（以下「処分

受託者」という。）は、当該処分を終了したときは、同条１項の規定に

より交付された管理票又は前項後段の規定により回付された管理票（運

搬受託者から回付されたもの）に環境省令で定める事項を記載し、環境

省令で定める期間内に、当該処分を委託した管理票交付者に当該管理票

の写しを送付しなければならない旨規定する。

上記の環境省令で定める事項について、施行規則８条の２４は、①氏名

又は名称、②処分担当者の氏名、③処分終了年月日、④当該処分が最終処

分である場合にあっては、当該最終処分を行った場所の所在地とする旨規

定する。

また、上記の環境省令で定める期間について、施行規則８条の２５は、

処分を終了した日から１０日とする旨規定する。

（５）虚偽の管理票の交付等の禁止

法１２条の４第３項は、処分受託者は、受託した産業廃棄物の処分を終

了していないにもかかわらず、法１２条の３第４項の送付（上記（４）イ

参照）をしてはならない旨規定する。

（６）事業の停止
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法１４条の３柱書は、都道府県知事は、産業廃棄物収集運搬業者又は産

業廃棄物処分業者が同条各号のいずれかに該当するときは、期間を定めて

その事業の全部又は一部の停止を命ずることができる旨規定し、同条１号

は、「違反行為をしたとき、又は他人に対して違反行為をすることを要求

し、依頼し、若しくは唆し、若しくは他人が違反行為をすることを助けた

とき」と規定する。

（７）産業廃棄物処理業の許可の取消し

法１４条の３の２第１項柱書は、都道府県知事は、産業廃棄物収集運搬

業者又は産業廃棄物処分業者が同項各号のいずれかに該当するときは、そ

の許可を取り消さなければならない旨規定し、同項５号は、法１４条の３

第１号に該当し情状が特に重いとき、又は同条の規定による処分に違反し

たときと規定するところ、法１４条の３第１号は、上記（６）のとおり、

「違反行為をしたとき」を掲げている。

（８）特別管理産業廃棄物処理業の許可及び当該許可の取消し

ア 法１４条の４第１項は、特別管理産業廃棄物の収集又は運搬を業とし

て行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知

事の許可を受けなければならない旨規定し、同条６項は、特別管理産業

廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域

を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない旨規定する。

イ 法１４条の６は、法１４条の３及び法１４条の３の２の規定（許可の

取消し等）は、特別管理産業廃棄物収集運搬業者及び特別管理産業廃棄

物処分業者について準用する旨規定する。

（９）産業廃棄物処理施設の設置等の許可

法１５条１項は、産業廃棄物処理施設（廃プラスチック類処理施設、産

業廃棄物の最終処分場その他の産業廃棄物の処理施設で政令で定めるもの

をいう。以下同じ。）を設置しようとする者は、当該産業廃棄物処理施設

を設置しようとする地を管轄する都道府県知事の許可を受けなければなら

ない旨規定し、法１５条の２の６第１項は、産業廃棄物処理施設の設置者

は、当該許可に係る１５条２項４号から７号までに掲げる事項（処理する

産業廃棄物の種類、処理能力、設置計画等）の変更をしようとするときは、

環境省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けなければなら

ない旨規定する。

（１０）産業廃棄物処理施設の設置の許可の取消し
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法１５条の３第１項柱書は、都道府県知事は、同項各号のいずれかに該

当するときは、当該産業廃棄物処理施設に係る法１５条１項の許可を取り

消さなければならない旨規定し、同項２号は、法１５条の２の７第３号に

該当し情状が特に重いとき、又は同条の規定による処分に違反したときと

規定するところ、法１５条の２の７第３号は、「産業廃棄物処理施設の設

置者が違反行為をしたとき」を掲げている。

（１１）罰則

ア 法２６条柱書は、１号から６号までのいずれかに該当する者は、３年

以下の懲役若しくは３００万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する

旨規定し、同条１号は、１４条１６項の規定に違反（再委託禁止違反）

して、産業廃棄物の処理を他人に委託した者を掲げている。

イ 法２７条の２柱書は、１号から１１号までのいずれかに該当する者は、

１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する旨規定し、８号は、

法１２条の４第３項の規定に違反（虚偽管理票写し送付）して、管理票

の送付をした者を掲げている。

（１２）報告の徴収

法１８条１項は、都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、

事業者、産業廃棄物又はこれらであることの疑いのある物の収集、運搬又

は処分を業とする者、産業廃棄物処理施設の設置者等に対し、必要な報告

を求めることができる旨規定する。

（１３）立入検査

法１９条１項は、都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度におい

て、その職員に、事業者、産業廃棄物若しくはこれらであることの疑いの

ある物の収集、運搬若しくは処分を業とする者その他の関係者の事務所、

事業場等、産業廃棄物処理施設のある土地、建物等に立ち入り、帳簿書類

その他の物件を検査等させることができる旨規定する。

３ 事案の経緯

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は以下のとおりである。

（１）審査請求人は、処分庁から、平成９年８月２０日、法１５条の２の６第

１項の規定に基づく産業廃棄物処理施設（焼却施設）の変更の許可を、平

成１６年５月３１日、法１５条１項の規定に基づく産業廃棄物処理施設

（破砕施設）の設置の許可を受けた。

（産業廃棄物処理施設変更許可証、産業廃棄物処理施設設置許可証）
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（２）審査請求人は、令和３年８月３０日、処分庁から、法１４条１項の規定

に基づく産業廃棄物収集運搬業の許可及び法１４条の４第１項の規定に基

づく特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可を受けた。

（産業廃棄物収集運搬業許可証、特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証）

（３）審査請求人は、令和３年１０月１４日、処分庁から、法１４条６項の規

定に基づく産業廃棄物処分業（中間処理）の許可及び法１４条の４第６項

の規定に基づく特別管理産業廃棄物処分業（中間処理）の許可を受けた。

（産業廃棄物処分業許可証、特別管理産業廃棄物処分業許可証）

（４）Ａ都道府県Ｂ部Ｃ局Ｄ課は、令和４年７月１２日、審査請求人の事業場

（Ｅ地）に対し、法１９条１項の規定に基づき、立入検査を実施したとこ

ろ、同月１１日から同月１２日にかけて、審査請求人からＦ社のＧ事業所

（Ｈ地）に向けて、Ｉ社（Ｊ地）により、審査請求人がＫ社（Ｌ地）から

同月１日に処分を受託したドラム缶１１本を含む２００Ｌドラム缶６０本

の産業廃棄物の運搬が行われたことを確認した。

（確認書）

（５）処分庁は、令和４年７月２０日付けで、審査請求人に対し、法１８条１

項の規定に基づき、上記（４）で確認された事項等について報告の徴収を

したところ、審査請求人は、同年８月３日、報告書及び関係資料を提出し

た。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１８条第１項の規定に基づく報告

の徴収について（令和４年７月２０日付け）、報告書（関係資料を除く。）

（審査請求人に係るもの）、令和４年７月１１日委託した産業廃棄物内容

（別紙１）、排出事業者から処分を委託した産業廃棄物の事業場への受入

からＩ社の車両に積載するまでの作業工程（別紙２）、令和３年４月１日

から令和４年７月１０日の間の廃棄物の処理委託（別紙３））

（６）処分庁は、令和４年８月２日付けで、Ｋ社に対し、法１８条１項の規定

に基づき、上記（４）で確認された事項等について報告の徴収をしたとこ

ろ、Ｋ社は、同月２９日、報告書及び関係資料を提出した。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１８条第１項の規定に基づく報告の

徴収について（令和４年８月２日付け）、報告書（関係資料を除く。）（Ｋ

社に係るもの）、管理票Ｅ票７通）

（７）Ａ都道府県Ｂ部Ｃ局Ｍプロジェクトチーム担当課長（以下「主宰者」と

いう。）は、令和４年１１月１日、審査請求人に対し、「Ａ都道府県産業
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廃棄物処理に係る行政処分要綱」（Ａ都道府県Ｂ部Ｃ局Ｄ課作成。以下

「要綱」という。）による行政処分の手続等が定められた「Ａ都道府県産

業廃棄物処理に係る行政処分事務処理要領」（同課作成。以下「事務処理

要領」という。）の規定に基づき、本件許可取消処分の内容が予定される

不利益処分の内容であるとして聴聞を実施した。

主宰者は、令和４年１１月９日付けで、処分庁に対し、本件許可取消処

分を実施することは妥当である旨の聴聞報告書を提出した。

（Ａ都道府県産業廃棄物処理に係る行政処分事務処理要領、聴聞報告書）

（８）処分庁は、令和４年１２月１２日付けで、審査請求人に対し、要綱７条

に基づき許可の取消し等の要件及び内容が定められた別表１（処理業者に

対する行政処分の基準。以下同じ。）及び要綱９条に基づき処理施設の許

可の取消し等の要件及び内容が定められた別表２（設置者に対する行政処

分の基準。以下同じ。）に基づき、下記アからエまでの理由により、本件

許可取消処分をした。

ア 審査請求人は、Ｋ社が排出した産業廃棄物の処分（中間処理。以下同

じ。）を受託（令和４年７月１日）したにもかかわらず、審査請求人の

処理施設で処分を行わないまま、Ｋ社の承諾を受けずにＦ社に処分の再

委託（同月１１日）をするとともに、審査請求人からの報告によれば、

これと同様に再委託をした事例が、令和３年４月１日から令和４年７月

１０日までの間に４６回あった（以下「本件再委託禁止違反行為」とい

う。）。

イ 審査請求人は、Ｋ社から処分を受託した産業廃棄物について、審査請

求人の処理施設で処分を行っていないにもかかわらず、排出事業者であ

るＫ社が交付した管理票に審査請求人が処分を行ったとして処分終了年

月日を記載し、Ｋ社に管理票の写しを送付していた（以下「本件虚偽管

理票写し送付行為」といい、本件再委託禁止違反行為と併せて「本件違

反行為」という。）。

ウ 本件違反行為は、排出事業者のあずかり知らないところで産業廃棄物

の処理を他社に再委託したうえ、排出事業者の交付した管理票には、あ

たかも審査請求人が適正に処分したかのように記載していたものであり、

産業廃棄物の処理責任の所在を不明確にすることにつながり、本件違反

行為を反復継続していたことは悪質なものである。

エ 本件再委託禁止違反行為は、法１４条１６項の規定に違反（再委託禁
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止違反）し、法１４条の３の２第１項５号に規定する「違反行為をし、

情状が特に重いとき」に該当し、要綱の別表１によれば、処分の内容は、

「事業の許可の取消し」が相当である。

また、本件再委託禁止違反行為は、法１５条の３第１項２号に規定する

「違反行為をし、情状が特に重いとき」に該当し、要綱の別表２によれば、

処分の内容は、「処理施設の許可の取消し」が相当である。

（Ａ都道府県産業廃棄物処理に係る行政処分要綱、許可取消通知）

（９）審査請求人は、令和５年３月１３日、審査庁に対し、本件許可取消処分

を不服として、本件審査請求をした。

（審査請求書、審査請求書訂正申立書）

（１０）審査庁は、令和６年７月１９日、当審査会に対し、本件審査請求を棄

却すべきであるとして、本件諮問をした。

（諮問書、諮問説明書）

４ 審査請求人の主張の要旨

審査請求人は、以下の理由により、本件許可取消処分の取消しを求める。

（１）本件許可取消処分の原因となる事実について

ア 本件違反行為の事実については、おおむね争うものではない。

イ 平成２４年９月に審査請求人の焼却炉において火災（以下「本件火災

事件」という。）が発生し、焼却炉の復旧工事に伴い、審査請求人が処

分することができなくなった産業廃棄物を処理するために、当時の親会

社の専務取締役とＦ社が共謀してＦ社に対する再委託を開始したもので

あるが、何故か恒常的な取引に変遷してしまい、違法性の認識が薄れて

いた。

ウ 本件火災事件後、Ａ都道府県Ｎ室長から自社の産業廃棄物として処理

するように指導を受け、操業再開以降もＡ都道府県の立入検査が頻繁に

行われたが、産業廃棄物の処分に対しては何の指摘・指導も受けること

はなかったことから、処分庁から自社の産業廃棄物として処理すること

を了承いただいていると思っていた。また、審査請求人は、平成２６年

には優良認定を取得していることから問題なく操業しているものと思っ

ていた。

エ 本件再委託禁止違反行為については、全ての産業廃棄物に対して違反

行為を行っていたわけではなく、一部の産業廃棄物の処分において火災

や爆発事故等の再発防止のために行ったものである。
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オ 審査請求人は、再委託先に、産業廃棄物処分業の許可を持ったＦ社を

選定しており、本件の産業廃棄物の処理に関して環境保全上の実害は生

じておらず、処分方法としては適正に処理されている。

カ 本件虚偽管理票写し送付行為については、審査請求人（排出事業者）

の産業廃棄物として対応していたため、管理票を発行して対応を行って

いたが、その返却状況の確認を怠っており、管理が不十分だったと深く

反省している。

（２）本件許可取消処分の不当性について

ア 本件許可取消処分は、Ａ都道府県や、他府県の再委託禁止違反、虚偽

管理票写しの送付の処分内容に比べて、以下のとおり、審査請求人に対

して非常に厳しすぎる。また、本件許可取消処分以降の処分庁による行

政処分（５件）については、要綱によれば、不法投棄等で許可の取消処

分が妥当とされるものが事業の停止処分に止まるなど、行政担当者の判

断に非常にばらつきが見られ、行政からの指示を真面目に受けて対応し

た業者だけが厳しく罰せられているように思われる。

（ア）Ａ都道府県において、Ｏ事業団（以下「事業団」という。）は、産

業廃棄物処理業の許可のない事業者に４６００トンの破砕処理の再委

託行為を行い、虚偽管理票写しの送付も行ったが、処分庁による平成

２９年３月１６日の処分の内容は、「業務停止処分（９０日間）」で

ある。

審査請求人の場合、再委託数量は約５２２トンと大幅に少なく、上記

事例の場合、ダンプの積載重量を１０トンとすると４６０回も運搬して

いたこととなる。同じ再委託禁止違反でありながら、より悪質であると

考えられる無許可事業者への再委託が「業務停止処分（９０日間）」で

あり、結果として適正に処分できるように考えて再委託先を許可事業者

に選定した審査請求人が「許可取消処分」というのは、甚だ不公平であ

る。上記事例が、要綱で定める行政処分の基準における「情状が特に重

いとき」に相当する取扱いをされない一方で、審査請求人の本件再委託

禁止違反行為を「情状が特に重いとき」とする取扱いは、矛盾している。

また、上記事例がＡ都道府県の行政処分の実績が掲載されているホー

ムページに掲載されていないことも疑問である。

（イ）Ｐ都道府県において、処分事業者が、産業廃棄物処理業の許可のな

い事業者に再委託行為を行い、虚偽管理票写しの送付を行ったが、Ｐ
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都道府県が令和４年１０月１１日に行った処分は、「業務停止処分 (６

０日間）」である。

上記事例からも、本件許可取消処分が異常に厳しいものであること

が確認できる。

イ 審査請求人は、行政指導（措置命令、改善命令）を受けることもなく、

いきなり許可の取消処分にされ、施設的には何ら問題のない廃棄物処理

施設の設置の許可までも取消しになる状況となり、納得できない。審査

請求人に対し、過度な処分となっている。

ウ 本件許可取消処分により、審査請求人の事業場の機能は止まり経営困

難に陥り、従業員の整理解雇など甚大な不利益を被っているほか、取引

先であった中小規模の排出事業者においても適正な価格で処分を委託で

きる事業者が近隣になく、困っている。

エ 処分庁は、弁明書において、審査請求人が聴聞のために提出した令和

４年１０月２８日付け陳述書の内容及び聴聞における陳述書に基づく審

査請求人補佐人らの発言について、「陳述は、私（審査請求人の代表取

締役Ｑ（以下「本件代表取締役」という。））が本来意図することでは

ありませんでした。」の１点のみ争うとしており、再弁明書においてそ

れを「不知」としたことで、処分庁の弁明が全て論破されたものと考え

る。これだけでも本件許可取消処分は過分に当たり、少なくとも本件許

可取消処分は減免されるべきである。

（３）今後の経営改善について

ア 本件代表取締役は、本件違反行為が発覚した令和４年７月の時点におい

て、就任後わずか２年しか経っておらず、それまでは審査請求人の経営に

携わってこなかったことから、平成２５年頃から始まった本件違反行為を

指示したことはない。また、聴聞時の陳述における「本件違反行為は限定

的であり、かつ、重大ではない」、「本件違反行為が意図的ではない」と

いう主張については、本件代表取締役の意図するところではなく、今回の

不祥事が継続的かつ意図的に行われていた事実は確認しており、重大だと

認識している。その上で、違法行為は全て是正されており、今後同様の不

祥事が発生する可能性はほぼゼロに近い。

イ 本件では、処理困難な内容物は適正処理の可能な処分場への紹介を行い

二度と同じ問違いのないように徹底指導を行うとともに、コンプライアン

ス委員会を設立し、外部顧問を先頭に法令遵守に取り組んでおり、最終的
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には全ての関与した人物を処分し、既に退職した人物については訴訟を起

こす準備も進めている。

（審査請求書、今回審査請求をするに至った経緯と理由、Ｒ社グループの

経営陣に関する証言、Ｘの不祥事に関する陳述書、嘆願書、反論書、反論

書（その２）、再反論書）

第２ 審査庁の諮問に係る判断

審査庁の判断は、審理員意見書と同旨であり、おおむね以下のとおりである。

１ 実体的違法について

（１）処分庁に認められる裁量について

法１４条の３の２第１項５号（産業廃棄物収集運搬業等の許可の取消し）

及び法１５条の３第１項２号（廃棄物処理施設の許可の取消し）の「情状

が特に重いとき」との要件について、情状の軽重の判断基準に関する法令

等の定めは存在しない。また、当該要件に該当するか否かの判断は、専門

的技術的な見地からの検討を要し、都道府県知事の合理的な裁量に委ねら

れているというべきであって、その判断が社会通念に照らし著しく妥当性

を欠くものである場合に限り、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用して

されたものとして違法となる。

（２）本件許可取消処分の要件該当性について

ア 産業廃棄物処分業者である審査請求人は、Ｋ社から受託した産業廃棄

物（以下「本件産業廃棄物」という。）の処分を、Ｋ社の承諾を得るこ

となく、他人であるＦ社に再委託していたのであるから、法１４条１６

項に違反（再委託禁止違反）する行為を行っているところ、法１４条１

６項に違反する行為は、法２６条１号に違反（３年以下の懲役若しくは

３００万円以下の罰金、又はこれの併科）する行為である。法２６条１

号に違反する行為は、行政処分の基準を定めた要綱の別表１及び別表２

によると、法１４条の３の２第１項５号（産業廃棄物収集運搬業等の許

可の取消し）及び法１５条の３第１項２号（産業廃棄物処理施設の許可

の取消し）にいう「情状が特に重いとき」に該当する。

イ また、Ｋ社の処分受託者である審査請求人は、受託した産業廃棄物の

処分を終了していないにもかかわらず、管理票をＫ社に送付しているの

であるから、法１２条の４第３項に違反（虚偽管理票写し送付）する行

為を行っているといえるところ、審査請求人は違反行為を重ねて行って

いるのだから、本件違反行為は「情状が特に重いとき」に該当する。
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ウ したがって、審査請求人の行為は、本件許可取消処分の要件を充足す

るといえる。

（３）本件許可取消処分の裁量違反について

ア 考慮すべき事項を考慮していないことについて

（ア）審査請求人は本件違反行為を行ったことを認めつつ、上記第１の４

（１）イのとおり、本件違反行為を行った経緯について主張するが、

これを裏付けるに足りる証拠はない。また、審査請求人をして本件違

反行為を行ったことに変わりはない。

（イ）審査請求人は、第１の４（１）ウのとおり、本件火災事件後のＡ都

道府県の指導について主張するが、Ａ都道府県による指導の証拠はな

く、指摘される事実の存在を認めることはできない。また、操業再開

後の立入検査で何の指摘・指導も受けず、平成２６年には優良認定を

取得したとしても、Ａ都道府県において再委託禁止に抵触する処理が

行われていることを覚知していたことを裏付けるに足りる事情はない

のであって、優良認定を受けたことをもって処分庁が本件違反行為を

自社の産業廃棄物として処分することを了承したと認めることはでき

ない。また、かかる事実をもって処分庁が本件違反行為を自社の廃棄

物として処分することを了承したとの期待を審査請求人が有していた

としても、同期待は根拠のないものであり、法的に保護されるもので

はない。

（ウ）審査請求人は、上記第１の４（１）エのとおり、本件産業廃棄物は、

審査請求人が処分を行っている産業廃棄物の一部である旨主張するが、

一部であったとしても、令和３年４月１日から令和４年７月１０日ま

での間に４６回にもわたり、反復継続して違反行為を行っているので

あるから、悪質性が高いといわざるを得ない。

（エ）審査請求人は、上記第１の４（１）オのとおり、許可事業者に再委

託した旨主張するが、法１４条１６項の趣旨は、再委託は産業廃棄物

の処理についての責任の所在を不明確にし、不法投棄等の不適正処理

を誘発するおそれがあることから、原則禁止するところにあり、この

ような趣旨に照らすと、再委託先が産業廃棄物処理の許可を有してい

る場合であっても、責任の所在を不明確にすることに変わりはなく、

また、許可を有しているか否かを問わず、不適正処理を誘発するおそ

れを否定し得ないのであるから、審査請求人の主張は認められない。
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（オ）審査請求人は、上記第１の４（３）アのとおり、本件違反行為に対

する本件代表取締役の認識等について主張するが、令和４年７月の時

点で、本件代表取締役の就任後わずか２年しか経っていないこと、そ

れまで審査請求人の経営には携わってこなかったこと、本件違反行為

を指示したことがなかったことは、審査請求人に対する処分の判断に

当たり、汲むべき事情ではない。

確かに、行政処分の軽減について定めた要綱１１条２項は、「知事は、

次の各号のいずれにも該当するときは、第７条又は第９条の規定による

行政処分の内容を軽減することができる。」と規定しており、同項１号

において、「違反行為後、速やかに自ら適切な是正措置及び再発防止策

を講じたとき。」が掲げられているところ、審査請求人の今後不祥事を

起こさないようにする施策の実施自体は一定の評価をし得るものの、要

綱１１条において処分内容の軽減を認めるに当たっては、同項各号（行

政処分を受けたことがないとき、行政処分を検討するに至った違反行為

についての指導を受けたことがないときなど）の全てを充足する必要が

あることから、審査請求人が再発防止策を実施したとしても、同実施の

みをもって本件許可取消処分の内容を軽減すべき理由には当たらない。

なお、審査請求人は、令和３年４月１日から令和４年７月１０日まで

の間に４６回という多数回にわたり、反復継続して違反行為を行ってお

り、違反行為が常態化していたと評価せざるを得ない。審査請求人が主

張する再発防止策は、処分庁において本件違反行為が行われている疑い

を持ち、報告徴収等を実施した後に講じたものであり、「違反行為後、

速やかに自ら講じた」（要綱１１条２項１号）とはいえないのであって、

その適用はない。

以上より、本件許可取消処分につき、考慮すべき事項を考慮していない

とはいえない。

イ 平等原則違反について

（ア）審査請求人は、上記第１の４（２）ア（ア）のとおり、本件許可取

消処分につき、過去のＡ都道府県の再委託禁止違反、虚偽管理票写し

の送付に関する処分内容及び審査請求人が処分された以降の処分庁に

よる行政処分に比べて、審査請求人に対して非常に厳しすぎる旨主張

している。

確かに、事業団に関する案件は、本件同様再委託禁止違反の案件であ
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る。しかし、同案件は、事業団の事業場内に設置されている産業廃棄物

処理施設の運転管理等の作業のみを産業廃棄物の許可のない他社に委託

している認識であったところ、実態として一連の業務運営に関して当該

他社に広く裁量を与えていたために当該委託が産業廃棄物処理の再委託

に当たると評価されたものである。本件とは事案の性質が大きく異なる

のであって、必ずしも事業団に関する案件の処分内容と本件の処分内容

とを同一の内容とする必要はない。

また、上記案件と同様に審査請求人が処分された以降の処分庁による

行政処分についても、本件とは違反行為が大きく異なるのであって、本

件許可取消処分の内容と矛盾するとはいえない。

したがって、審査請求人の主張は認められない。

（イ）審査請求人は、上記第１の４（２）ア（イ）のとおり、他府県の再

委託禁止違反、虚偽管理票写しの送付に関する処分内容に比べて、審

査請求人に対して非常に厳しすぎる旨主張している。

この点、法は、都道府県知事が産業廃棄物収集運搬業者、産業廃棄物

処分業者、特別管理産業廃棄物収集運搬業者及び特別管理産業廃棄物処

分業者の許可の取消しを行うこととし（法１４条の３の２第１項及び法

１４条の６）、処分庁が行政処分を行うに当たって準拠している「廃棄

物の処理及び清掃に関する法律第１４条の３等に係る法定受託事務に関

する処理基準について（通知）」（平成２３年３月１５日付け環廃産発

第１１０３１０００２号環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部長通

知）（各都道府県知事・各政令市市長宛て）の別紙では、「許可の取消

し等の要件」として「①第１４条の３の２第１項第５号及び第１５条の

３第１項第２号（「情状が特に重いとき」に相当）」として「委託基準

違反、再委託禁止違反（第２６条第１号）」等を挙げ、「処分内容」と

して「許可取消し」と規定し、また、「行政処分の指針について（通

知）」（令和３年４月１４日付け環循規発第２１０４１４１号環境省環

境再生・資源循環局廃棄物規制課長通知）（各都道府県・各政令市産業

廃棄物行政主管部（局）長宛て）は、「情状が特に重いとき」について、

「法第２５条から第２７条までに掲げる違反行為を行った場合について

は、重大な法違反を行ったものとしてこれに該当すると解して差し支え

ないこと。」としている。

各都道府県知事は、当該都道府県内における産業廃棄物の状況を把握

14 



 

 

 

 

 

   

 

 

  

  

 

 

  

 

し、産業廃棄物の適正な処理が行われるように必要な措置を講ずること

に努めなければならない旨規定（法４条２項）されていることに鑑みれ

ば、各都道府県知事が、当該都道府県の内情に合わせて、許可の取消し

を行うことを認めていると解するべきである。そうであるとするならば、

都道府県知事の下した処分内容につき、他の都道府県と比較して差が生

じていたとしても、原則として平等原則違反はないと解するべきである。

本件では、処分庁は、法１４条の３の２第１項５号規定の「情状が特に

重いとき」の該当性判断に当たり、要綱に基づき処分内容を決定してい

る。要綱において、再委託禁止違反が「情状が特に重いとき」に該当す

るとした趣旨は、再委託禁止違反が生じると廃棄物の処理責任の所在が

不明確となってしまうことの事態を重く捉えたものと考えられ、一定の

合理性が認められる。

したがって、要綱に基づく、本件許可取消処分についても、平等原則

違反はない。

ウ 最後に、審査請求人は、上記第１の４（２）イのとおり、行政指導を

受けることもなくいきなり許可の取消処分を受けたと主張するが、違反

行為が複数の行政処分等の要件に該当するとき、法に順番や優先順位の

定めがないときは、いずれの行政処分等を行うかも処分庁の裁量に委ね

られていると解するべきである。本件について、この裁量違反を基礎づ

ける事実は見受けられないのであるから、裁量違反はない。

（４）以上より、本件許可取消処分につき、その判断が社会通念に照らし著し

く妥当性を欠くものであるとはいえず、裁量権の範囲を逸脱し、又は濫用

しているとは認められない。したがって、本件許可取消処分に関して、実

体的違法又は不当な点があるとはいえない。

２ 手続的違法について

本件許可取消処分は不利益処分であり、本件許可取消処分に先立って、聴

聞手続を執ることが必要である（行政手続法（平成５年法律第８８号）１３

条１項１号イ、１５条１項、２項）。

本件では、行政手続法に準拠した事務処理要領の規定にしたがって聴聞が

実施されており、手続上も違法又は不当な点があるとはいえない。

３ 結論

以上から、本件審査請求には理由がないため、行政不服審査法（平成２６

年法律第６８号）４５条２項の規定により、棄却されるべきである。
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第３ 当審査会の判断

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について

（１）本件については、令和５年３月１３日に審査請求が行われているが、本

件諮問までに約１年４か月もの長期間が経過している。その間、反論書が

複数回提出され、提出書類等の閲覧等請求もあった等長期間経過したこと

にはある程度やむを得ない事情も否定できないが、迅速な審理の実現のた

めにより一層の努力が求められる。

（２）上記で指摘した点以外には、本件審査請求から本件諮問に至るまでの一

連の手続に特段違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。

２ 本件許可取消処分の適法性及び妥当性について

（１）都道府県知事は、産業廃棄物収集運搬業者等が違反行為をしたとき、期

間を定めて事業の全部又は一部の停止を命ずることができ（法１４条の３

柱書及び同条１号）、その情状が特に重いときは、許可の取消しをしなけ

ればならない（法１４条の３の２第１項柱書及び同項５号）。したがって、

本件許可取消処分が適法であるためには、審査請求人のなした違反行為に

ついて、その情状が特に重い場合でなければならない。

（２）本件においては、上記第１の３（８）ア及びイのとおり、審査請求人は、

令和４年７月１日に排出事業者であるＫ社から処分を委託された産業廃棄

物について、同月１１日、Ｆ社に処分を再委託したことが認められ、また、

処分を終了していないのにＫ社に管理票の写しを送付したことが認められ

る。これらは、法１４条１６項（再委託禁止違反）及び法１２条の４第３

項（虚偽管理票写し送付）に違反する行為である。

（３）違反行為が法１４条の３の２第１項５号にいう「情状が特に重いとき」

に該当するかどうかは、当該違反行為の態様や回数、当該違反行為による

影響、当該違反行為に至った経緯、是正可能性等の諸事情を総合考慮して

判断されるべきものであるところ、本件については、以下に記載するとお

り、本件違反行為、とりわけ本件再委託禁止違反行為は、情状が特に重い

ものというべきである。

ア 法１４条１６項は、産業廃棄物の処理の再委託を原則として禁止してい

るが、これは、再委託は産業廃棄物の処理についての責任の所在を不明確

にし、不法投棄等の不適正処理を誘発するおそれがあることから、産業廃

棄物処理業者が委託を受けた産業廃棄物の処理を他人に再委託することを

原則として禁止したものである。
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再委託禁止違反は、３年以下の懲役若しくは３００万円以下の罰金に処

し、又はこれを併科するとの罰則も定められている（法２６条）。

イ 本件においては、上記第１の４（１）のとおり、審査請求人は、平成

２４年から処分の再委託を恒常的に行っていたことを認めていること、

及び、上記第１の３（８）アのとおり、令和３年４月１日から令和４年

７月１０日までの期間についてだけでも、４６回にわたり、Ｆ社に処分

の再委託をしていたことが認められ、その違反行為の常習性は顕著なも

のと認められる。

ウ また、本件においては、審査請求人は、Ｋ社から処分を委託された産業

廃棄物について、処分を終了していないにもかかわらず、Ｋ社に管理票の

写しを送付したという事実が認められるところ、かかる行為は、産業廃棄

物の処理が適正に行われたかのような外形を作出する悪質な行為である。

エ したがって、本件違反行為は、法１４条の３の２第１項５号にいう

「情状が特に重いとき」に該当するというべきである。

（４）審査請求人は、許可取消処分ではなく、業務停止処分とした事案を挙げ、

平等原則違反である旨の主張をしている。

しかしながら、審査請求人が再委託禁止違反であるのに許可取消処分と

しなかったものとして挙げた事業団に係る事案は、事業団と他業者との業

務委託契約について、委託業務の運営実態を総合的に検討し、処理に係る

責任の所在を不明確にする態様で他業者に処理を行わせたものと判断し、

再委託に該当すると評価したものであって、本件とは事案が異なる。その

上で、処分庁は、当該事案に固有の事情を情状として考慮し、業務停止処

分としたものである。

また、審査請求人が許可取消処分でなく業務停止処分にとどまっている

ものとして挙げているその他の事案は、再委託禁止違反行為とは異なる違

反行為についてのものである。

よって、審査請求人が挙げた事案は平等原則違反を論じる対象として適

切とはいい難い。

審査請求人は、本件違反行為が開始された際にＡ都道府県Ｎ室長から自

社の廃棄物としての処理を行うよう指導があった旨の主張もしているが、

そもそも処分の再委託の禁止は産業廃棄物処理業者として遵守すべき義務

であり、その違反があることは明らかであるので、かかる主張は採用でき

ない。
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また、審査請求人は、今後は法令を遵守して適正処理を行うことを表明

しているが、かかる決意表明があったことを考慮しても、「情状が特に重

い場合」に該当しなくなるということはできない。

３ 付言

処分庁は、行政処分の裁量権行使の基準として要綱の別表１及び別表２の

基準表を定め、再委託禁止違反については、事業の許可の取消しを原則とし

ており、処分庁はこの基準に従って処分を行ったとしている。本件許可取消

処分の通知書にも要綱の基準に従って本件許可取消処分を行ったと記載され

ているのであるが、要綱は公にされておらず、処分通知書にかかる記載をす

るのであれば、要綱を公にすることが望ましいと考えられる。

４ まとめ

以上によれば、本件許可取消処分が違法又は不当であるとはいえず、本件審

査請求は棄却すべきである旨の諮問に係る判断は、妥当である。

よって、結論記載のとおり答申する。

行政不服審査会 第２部会

委 員 戸 谷 博 子

委 員 木 村 宏 政

委 員 下 井 康 史
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